
予算要求資料
平成31年度当初予算　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：主要農作物対策費　　　

	事業名　水田フル活用実践指導費（国庫）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　農政部 農産園芸課　水田経営係　電話番号：058-272-1111（内2863）

　　　　　　　E-mail：  c11423＠pref.gifu.lg.jp
１　事業費　4,500千円（前年度予算額：3,335 千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
	3,335
	3,335
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	4,500
	4,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	4,500
	4,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容

（１）要求の趣旨（現状と課題）

　①　経緯
・平成30年産米から米の生産調整の見直しにより、米の直接支払交付金が廃止された。
・一方で、経営所得安定対策及び水田活用の直接支払交付金を活用し、麦・大豆・飼料用米等の作付け拡大を進めている。
②　現状と問題点
・米の直接支払交付金の廃止によって、米生産者の経営悪化が懸念される。

・主食用米の需要が減少する中で、主食用米だけでなく、需要が見込める飼料用米、麦、大豆等への作付転換によって、需要に応じた生産による水田フル活用で、水田経営の収益力向上を図る必要がある。

・一方で、何も作付されていない不作付け水田（単に水を張ったのみの水田や単に草刈のみを行う水田）が多く存在し、規模拡大の一助として担い手への集積によって解消を進めていく必要がある。

　・このため、計画的な米生産と、麦大豆、飼料用米等の作物の生産拡大、不作付け水田の解消を一体的に行う水田フル活用を、各地域で実践する必要がある。

（２）事業内容
　①　事業目的

・市町村や、地域農業再生協議会等に対し、経営所得安定対策等の普及推進や、水田フル活用の実践に向けた指導を行う。
②　事業内容

　　ア　経営所得安定対策等推進活動費

　・経営所得安定対策等の普及推進

・県水田フル活用ビジョンの作成・周知
・産地交付金（県活用分）の要件設定
・事務補助を行う雇員の雇用（1名）
イ　地域農業再生協議会等指導費

・市町村や地域農業再生協議会に対し、本対策の推進活動や水田フル活用の実践に対する指導助言

（３）県負担・補助率の考え方

全額国費（経営所得安定対策等推進事業費補助金を活用）
土地利用型農業経営体の経営安定に向け、地域が行う水田フル活用の実践に向けた指導は重要である。
（４）類似事業の有無

無

３　事業費の積算内訳

	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	共済費
	12
	雇員の賃金に係る社会保険料

	賃金
	1,308
	雇員賃金（3種、週4日、10ヶ月）

	旅費
	1,407
	活動旅費、講師旅費

	需用費
	1,503
	事務用消耗品購入費、燃料費

	役務費
	210
	通信運搬費

	使用料
	60
	研修会等会場使用料

	合計
	4,500
	


４　参考事項

　①　法令等との関係
　　・経営所得安定対策等推進事業実施要綱
　　・経営所得安定対策等推進事業費補助金交付要綱
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・市町村、農業再生協議会が行う経営所得安定対策等の円滑な普及推進を進めるとともに、地域において水田フル活用実践会議の開催や戦略重点品目の設定などを支援することにより水田フル活用を推進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	経営所得安定対策等実績件数
	（H  ）
	26,396
 (H27)
	24,912

(H28)
	23,135

(H29)
	30,000

（H30）
	％
77

	水田利用率
	96.3
（H26）
	96.5
 (H27)
	96.3

(H28)
	95.7

(H29)
	100
（H32）
	％
95.7


○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成30年度の取組）
	・事業の活動内容

農業再生協議会が主体となった需給調整の仕組みが円滑に進み、需要に応じた生産がされるよう支援を行いました。

行政と農業者団体等が協力して制度推進する体制を構築し、経営所得安定対策等の加入推進活動を実施しました。
水田フル活用の推進に向け、地域巡回活動を行いました。


（平成30年度の成果）
	・平成29年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

経営所得安定対策の加入申請件数は、平成29年度の実績件数と比較すると53％減少しています。これは、平成30年度から米の直接支払交付金が廃止されたことによるものと考えられます。
年度

申請

件数

経営形態別

個人

法人

集落営農

H30年
10,850
10,431
354
65
H29年
24,474
24,022
363

89

H28年

24,912
24,471
341
100
H27年
26,396
25,981
290
125
H26年

28,877

28,478

255

144

H25年

32,243

31,860

231

151

H24年

34,831

34,465

208

158

・主食用米から、飼料用米、麦・大豆等の作付転換が進み、需要に応じた生産による水田をフルに活用する取組みが進んでいます。
年産

主食用米

麦

大豆

飼料用米

WCS用稲

米粉用米

加工用米

飼料作物

そば

29年産

21,500

3,419

2,737
3,033
224
29
313
594
290
30年産

21,500

3,405
2,811

2,347

208
27
934
575
330
差

(30-29)

0

▲14
74
▲686
▲16
▲2
621
▲19
40
注）主食用米：29年産　作物統計（農林水産省公表）
　　　　　　　30年産　作物統計（9月28日農林水産省公表）における主食用作付見込面積
　　麦、大豆、飼料用米、WCS、米粉用米、加工用米、飼料作物、そば：
29年産　水田活用の直接支払交付金の対象作物の支払実績面積
30年産　作付計画面積（農林水産省公表）
ただし、麦、大豆、飼料用米、そばについては二毛作面積含む


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	農業者からもこの制度に対して評価が高く、将来にわたって経営安定につながる制度として県の関与は妥当である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	この制度を活用し、県内農業者の経営安定につながっていると考えられ、事業の成果は得られている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	行政と農業者団体等が協力して、農業者に対して、制度を推進する体制となっていることより効率化は図られている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
・将来の地域農業を担う経営体が安定した農業経営を行うことができるように、経営所得安定対策を今後も安定的かつ継続的な支援制度とすることが必要です。

・平成30年産から国による米の生産数量目標の配分が廃止された。このため、地域主体となった生産調整を進め、主食用米の計画的な生産はもとより、需要が見込める飼料用米、麦・大豆等への作付転換を進め、水田フル活用を推進していくことが重要です。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

・担い手農家の経営や、飼料用米、麦・大豆等による水田活用の取組みに支障を来すことがないよう、支援水準等の継続について国へ要望を行います。

・飼料用米、麦・大豆等の定着拡大を進め、需要に応じた生産の取組を継続・定着させるべく推進を図ってまいります。

・農業団体等との連携した推進体制を維持しながら、29年度の制度内容等について迅速な情報提供を行い、加入推進を図ってまいります。


左表_注）


H30件数は申請件数。


H24～29は実績件数








